
�愛媛県告示第２８４号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定に

より指定した次の指定医療機関は、廃止年月日欄に掲げる日

に廃止されたので、同項の規定による指定医療機関の指定の

効力は、同日をもって消滅した。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２８５号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定に

より、次のとおり医療機関を指定した。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２８６号
四国中央市三島土地改良区から認可申請のあった新たな土

地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・豊

田西地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（

昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法

第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供

する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・豊田西地区）計画書の写し

� 四国中央市三島土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年３月６日から４月３日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所

�������
�愛媛県告示第２８７号
土居町土居土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・平坂地区）の施

行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第

１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の

規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・平坂地区）計画書の写し

� 土居町土居土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年３月６日から４月３日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所土居総合支所
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告 示

指 定
番 号

開 設 者 の 氏
名 又 は 名 称 名 称 所 在 地 廃 止

年 月 日

２５３２ 越 智 隆 明 おち内科循環器
科

伊予郡松前町大字
大溝５０８－１２

平成１７年
１２月３１日

指 定
番 号

開 設 者 の 氏
名 又 は 名 称 名 称 所 在 地 指 定

年 月 日

２７４０
医療法人
おち内科循環器
科

おち内科循環器
科

伊予郡松前町大字
大溝５０８－１２

平成１８年
２月６日

２７４１ 村 上 修 一 村上歯科医院 今治市大西町脇甲
８２９－１

平成１８年
２月１３日

１０６４７
株式会社
メディコ・二十
一

メディコ２１薬局
・重信店

東温市野田三丁目
１－１３

平成１８年
２月７日

１０６４８ 株式会社フロンティア
ワタキュー薬局
ミルクの里店

西予市野村町野村
９－２－２

平成１８年
２月９日

毎週（火・金）曜日発行 第１７３９号 平成１８年３月３日
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�愛媛県告示第２８８号
四国中央市三島土地改良区から認可申請のあった新たな土

地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・原口地区）

の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法

律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６

項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・原口地区）計画書の写し

� 四国中央市三島土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年３月６日から４月３日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所

�������
�愛媛県告示第２８９号
四国中央市三島土地改良区から認可申請のあった新たな土

地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・西原地区）

の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法

律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６

項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・西原地区）計画書の写し

� 四国中央市三島土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年３月６日から４月３日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所

�������
�愛媛県告示第２９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、四国中央市土居町小林地域に係る県営土地改良

事業計画を変更したので、同条第６項において準用する同法

第８７条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更計

画書の写しを縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・尾山地区）変更

計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１８年３月６日から４月３日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所土居総合支所

�������
�愛媛県告示第２９１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、今治市菊間町佐方地域に係る県営土地改良事業

計画を変更したので、同条第６項において準用する同法第８７

条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更計画書

の写しを縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・数根尾地区）変

更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１８年３月６日から４月３日まで

３ 縦覧場所

今治市役所菊間支所

�������
�愛媛県告示第２９２号
伊予市から協議のあった市営土地改良事業（ため池等整備

事業・米湊新池地区）の施行は、適当と認められるので、土

地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項におい

て準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係

書類を縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（ため池等整備事業・米湊新池地区

）計画書の写し

� 伊予市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１８年３月６日から４月３日まで

３ 縦覧場所

伊予市役所

�愛媛県告示第２９３号
野菜生産出荷安定法（昭和４１年法律第１０３号）第８条第１項の規定により、野菜指定産地における生産出荷近代化計画の概

要を次のとおり公表する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 生産出荷近代化計画樹立地域

愛 媛 県 報平成１８年３月３日 第１７３９号

１３６



野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

肱 川
松山市、大洲市
伊予市、砥部町
内子町

夏秋きゅ
うり

昭和５３年６月２６日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在（平成１６年をいう。以下同じ。）、作付面積は７５．２ヘクタール、生産量は２，３８６トンであるが、目標年次（平

成２１年をいう。以下同じ。）には、作付面積を現在と同じく７５．２ヘクタール、生産量を２，５７７トンに拡大する計画で

ある。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は１，９６７トンで、京阪神、四国市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量２，１４５トンと増加し、現

在と同じく京阪神、四国市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

他作物からの転換や新規栽培者の掘起し、積極的な作付けの誘導等により作付面積を維持するとともに、地域適作

を考慮した有望品種の研究・導入や栽培技術の向上等により生産性の向上に努める。

� 出荷の近代化に関する事項

共同出荷体制による集配送、包装、保管調整機能などの施設の充実を図り、京阪神市場を中心とした計画的な出荷

に努めるとともに、有利販売を行うため、地産地消も考慮した流通に取り組む。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

松山市
現 在 ２５．０ ７３７ ５３９ ５３９ ０

目標年次 ２５．０ ８０４ ５４０ ５４０ ０

大洲市
現 在 ２６．６ ８２７ ７１３ ７１３ ０

目標年次 ２６．６ ８２７ ７５０ ７５０ ０

伊予市
現 在 ３．０ １１３ ９６ ９６ ０

目標年次 ２．２ ２００ ２００ ２００ ０

砥部町
現 在 ３．９ ８６ ６１ ６１ ０

目標年次 ３．９ ８６ ６０ ６０ ０

内子町
現 在 １６．７ ６２３ ５５８ ５５８ ０

目標年次 １７．５ ６６０ ５９５ ５９５ ０

計
現 在 ７５．２ ２，３８６ １，９６７ １，９６７ ０

目標年次 ７５．２ ２，５７７ ２，１４５ ２，１４５ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

なし

２� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

今 治 今治市
夏秋きゅ
うり

昭和４１年８月１８日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

愛 媛 県 報平成１８年３月３日 第１７３９号
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現在、作付面積は３７．８ヘクタール、生産量は７４２トンであるが、目標年次には、作付面積を３８．０ヘクタール、生産

量を７６０トンに拡大する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は６１７トンで、京阪神、四国市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量６５０トンと増加し、現在と

同じく京阪神、四国市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

担い手の育成や既存農家の規模拡大に努めるとともに、減農薬や有機栽培などの安全・安心農産物の消費者への提

供等により価格安定を図り、産地の維持拡大に努める。

� 出荷の近代化に関する事項

集出荷施設の効率的な利用を図るとともに出荷規格の簡素化や安定生産指導の徹底に努め、計画的な出荷を推進す

る。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

今治市
現 在 ３７．８ ７４２ ６１７ ６１７ ０

目標年次 ３８．０ ７６０ ６５０ ６５０ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

補助事業

選果機（
夏秋きゅ
うり、冬
春きゅう
り）

今治市 １００ １２．８ 一式
越智今治農業協同
組合

３� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

周 桑 西条市
夏秋きゅ
うり

昭和５８年１月２６日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は３２．０ヘクタール、生産量は１，２４２トンであるが、目標年次には、作付面積を３５．０ヘクタール、生

産量を１，５００トンに拡大する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は１，０７３トンで、京阪神、四国市場へ出荷している。目標年次には現在と同じく出荷量１，０７３トンを

、京阪神、四国市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

労働力の維持や認定農業者の育成を図るとともに、減農薬栽培の推進、有望品種の研究・導入により消費者ニーズ

に対応した野菜の安定生産に取り組む。

� 出荷の近代化に関する事項

消費者の求める安全安心志向に応えるため栽培履歴の標示等に取り組むとともに、契約取引等、多様な流通チャン

ネルの開拓を図る。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

西条市
現 在 ３２．０ １，２４２ １，０７３ １，０４９ ２４

目標年次 ３５．０ １，５００ １，０７３ １，０４９ ２４
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ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

なし

４� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

東宇和
西予市、松野町
鬼北町

夏秋きゅ
うり

昭和５１年６月１５日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は４９．１ヘクタール、生産量は１，６６４トンであるが、目標年次には、作付面積が４３．２ヘクタールと減

るものの、生産量を１，６６５トンとほぼ現状を維持する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は１，５３２トンで、京阪神市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量１，６１６トンと増加し、現在と同

じく京阪神市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

既存のきゅうりヘルパー組合の活動促進により労働力の確保や認定農業者の育成を図るとともに、減農薬栽培の推

進、養液土耕栽培システムの導入より品質の向上と草勢の維持を図ることで収量・品質を確保し、産地の振興に取り

組む。

� 出荷の近代化に関する事項

計画的な共同出荷を行うとともに、消費者の安全・安心農産物を求める指向への対応としてエコえひめの生産拡大

と価格安定のための契約取引の強化を進める。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

西予市
現 在 ３７．９ １，３５９ １，２６４ １，２６４ ０

目標年次 ３２．０ １，３６０ １，３４８ １，３４８ ０

松野町
現 在 ２．９ ７３ ６０ ６０ ０

目標年次 ２．９ ７３ ６０ ６０ ０

鬼北町
現 在 ８．３ ２３２ ２０８ ２０８ ０

目標年次 ８．３ ２３２ ２０８ ２０８ ０

計
現 在 ４９．１ １，６６４ １，５３２ １，５３２ ０

目標年次 ４３．２ １，６６５ １，６１６ １，６１６ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

補助事業

選果機

低コスト
耐候性ハ
ウス

低コスト
耐候性ハ
ウス

西予市

松野町

鬼北町

１３５

１

２

２８

０．１

０．２

一式

東宇和農業協同組
合

えひめ南農業協同
組合

えひめ南農業協同
組合
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５� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

周 桑 今治市、西条市
冬春きゅ
うり

昭和４２年６月１９日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は１７．６ヘクタール、生産量は２，７９８トンであるが、目標年次には、作付面積を１６．８ヘクタール、生

産量を２，６５４トンにする計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は２，４７１トンで、京阪神、四国市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量１，９９０トンを、現在と同

じく京阪神、四国市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

労働力の維持や認定農業者の育成を図るとともに、減農薬栽培の推進、有望品種の研究・導入により消費者ニーズ

に対応した野菜の安定生産に取り組む。

� 出荷の近代化に関する事項

消費者の求める安全・安心指向に応えるための栽培履歴の標示などの取組みを進めるとともに、契約取引等、多様

な流通チャンネルの開拓を図る。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

今治市
現 在 ４．４ ３０９ ２７２ ２７２ ０

目標年次 ４．８ ３８４ ２９０ ２９０ ０

西条市
現 在 １３．２ ２，４８９ ２，３４６ ２，１９９ １４７

目標年次 １２．０ ２，２７０ １，７００ １，７００ ０

計
現 在 １７．６ ２，７９８ ２，６１８ ２，４７４ １４７

目標年次 １６．８ ２，６５４ １，９９０ １，９９０ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

補助事業

選果機（
夏秋きゅ
うり・冬
春きゅう
り）

今治市 １００ １２．８ 一式
越智今治農業協同
組合

６� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

肱 川
大洲市、西予市
内子町

冬春きゅ
うり

平成１６年２月１８日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は１４．３ヘクタール、生産量は９３１トンであるが、目標年次には、作付面積を１４．３ヘクタール、生産

量を９６０トンとほぼ現状を維持する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は８６３トンで、京阪神、四国市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量９１９トンと増加し、現在と
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同じく京阪神、四国市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

農作業の効率化、規模拡大の条件を整えるとともに、認定農業者の育成を図るため、既存のきゅうりヘルパー組合

の有効活用や技術研修等の充実、集出荷施設の整備等を進める。

� 出荷の近代化に関する事項

計画的な共同出荷を行うとともに、安全・安心指向への対応としてエコえひめの拡大と価格安定のための契約取引

の強化を進める。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

大洲市
現 在 ６．０ ３８１ ３４９ ３４９ ０

目標年次 ６．０ ３８１ ３４９ ３４９ ０

西予市
現 在 ７．０ ４８１ ４５２ ４５２ ０

目標年次 ７．０ ５１０ ５０８ ５０８ ０

内子町
現 在 １．３ ６９ ６２ ６２ ０

目標年次 １．３ ６９ ６２ ６２ ０

計
現 在 １４．３ ９３１ ８６３ ８６３ ０

目標年次 １４．３ ９６０ ９１９ ９１９ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

補助事業

低コスト
耐候性ハ
ウス

選果機

大洲市

西予市

３

１３５

０．３

２８

一式

一式

えひめ南農業協同
組合

東宇和農業協同組
合

７� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

宇 摩
新居浜市、四国
中央市

秋冬さと
いも

昭和４６年６月３０日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は２２７．０ヘクタール、生産量は４，２１６トンであるが、目標年次には、作付面積が２２１．０ヘクタール

と減るものの、生産量を４，２５０トンに拡大する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は３，２８５トンで、主に京阪神市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量３，２９８トンと増加し、京阪

神市場に加え中国市場へも出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

愛媛県農業試験場で育成された新品種「愛媛農試Ｖ２号」の普及による生産性の向上とともに、大型収穫機の導入

による省力化等を検討し、定年退職者等が栽培しやすい条件整備を図り、作付面積の維持拡大に努める。

� 出荷の近代化に関する事項

多様な消費形態に対応するため、自動計量小袋詰機の導入を進めるとともに、収穫の調整を行い、年末需要にも対

応できる出荷体制を整備する。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画
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区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

新居浜市
現 在 ２６．０ ２８３ １１７ １１７ ０

目標年次 ２０．０ ２５０ ８０ ８０ ０

四国中央市
現 在 ２０１．０ ３，９３３ ３，１６８ ３，１６８ ０

目標年次 ２０１．０ ４，０００ ３，２１８ ３，２０３ １５

計
現 在 ２２７．０ ４，２１６ ３，２８５ ３，２８５ ０

目標年次 ２２１．０ ４，２５０ ３，２９８ ３，２８３ １５

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

補助事業
自動計量
小袋詰機

四国中央
市

５４０ ２０ １台 うま農業協同組合

８� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指定
産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

久 万 高 原 久万高原町
夏だいこ
ん

昭和６１年２月２４日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は３６．８ヘクタール、生産量は４３４トンであるが、目標年次には、作付面積を３３．０ヘクタール、生産

量を３９６トンにする計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は３４８トンで、四国市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量３００トンを、現在と同じく四国市場

へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

優良品種の選定や環境に配慮した栽培技術の確立を進め、共選共販の呼びかけを行いながら産地の維持拡大を目指

す。

� 出荷の近代化に関する事項

小回りの利く近郊産地として四国内を中心として有利販売に努めるとともに、消費者の安全・安心指向に応えるた

め指針を作成し、産地が一体となった技術の確立を図る。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

久万高原町
現 在 ３６．８ ４３４ ３４８ ３４８ ０

目標年次 ３３．０ ３９６ ３００ ３００ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

なし

９� 生産出荷近代化計画樹立地域
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野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

松 山
松山市、伊予市
東温市、松前町
砥部町

たまねぎ 昭和４１年８月１８日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は１４８．０ヘクタール、生産量は５，９９９トンであるが、目標年次には、作付面積を１３３．５ヘクタール

とするものの、生産量を６，０５５トンに拡大する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は５，１２８トンで、四国市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量５，４８５トンと増加し、現在と同じ

く四国市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

近年、需要が伸びている加工分野への供給に対応するため、適応品種の導入等による作型の分化を推進するととも

に、共同育苗、共同調製・乾燥などを検討することにより、一戸当りの面積拡大と反収の向上を図る。

� 出荷の近代化に関する事項

冷蔵業者との価格交渉が有利に実施できるよう出荷数量の増加を推進するとともに、価格動向による県外大消費地

域への出荷も視野に入れ販売努力を行う。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

松山市
現 在 ７３．０ ３，３１６ ２，８８７ ２，２２０ ６６７

目標年次 ７０．０ ３，４００ ３，３００ ２，７７０ ５３０

伊予市
現 在 １６．０ ４６５ ３６２ ３６２ ０

目標年次 ９．５ ３７０ ２６０ ２６０ ０

東温市
現 在 ４３．０ １，７７７ １，５５４ １，５５４ ０

目標年次 ４３．０ １，９００ １，６００ １，６００ ０

松前町
現 在 １１．０ ２８６ ２１０ ２１０ ０

目標年次 ７．０ ２４５ ２１０ ２１０ ０

砥部町
現 在 ５．０ １５５ １１５ １１５ ０

目標年次 ４．０ １４０ １１５ １１５ ０

計
現 在 １４８．０ ５，９９９ ５，１２８ ４，４６１ ６６７

目標年次 １３３．５ ６，０５５ ５，４８５ ４，９５５ ５３０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

補助事業
足・首切
り機

松山市 ３０ ５．７ ８台
えひめ中央農業協
同組合

１０� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

周 桑 西条市 たまねぎ 平成１５年２月１８日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は５４．２ヘクタール、生産量は２，５５３トンであるが、目標年次には、作付面積を５６．０ヘクタール、生
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産量を２，７００トンに拡大する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は２，０９８トンで、四国市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量を２，２００トンに増加し、現在と同

じく四国市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

効率的な機械化体系を構築し、定植から収穫までの作業の省力化に取り組むとともに、減農薬栽培の推進、有望品

種の研究・導入による消費者ニーズに対応した安定生産に努める。

� 出荷の近代化に関する事項

計画的な共同出荷を図るとともに、冷蔵業者との価格交渉を有利に行うため出荷数量の増加を図る。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

西条市
現 在 ５４．２ ２，５５３ ２，０９８ ２，０９８ ０

目標年次 ５６．０ ２，７００ ２，２００ ２，２００ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

なし

１１� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指定
産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

久 万 高 原
松山市、伊予市
久万高原町
砥部町

夏秋トマ
ト

昭和５３年６月２６日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は６６．７ヘクタール、生産量は３，４３９トンであるが、目標年次には、作付面積を６６．７ヘクタール、生

産量を３，４６０トンとほぼ現状を維持する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は３，０７７トンで、京阪神、四国市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量３，１０４トンと増加し、現

在と同じく京阪神、四国市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

久万農業公園の就農研修制度による新規就農者の確保や担い手育成支援センターを中心とした指導体制の充実等に

より、認定農業者の育成を図るとともに、消費者ニーズに対応した安全・安心農産物の生産のため、栽培履歴の記帳

や公開に取り組み、環境に配慮した減農薬減化学肥料栽培を推進する。

� 出荷の近代化に関する事項

計画的な出荷を行うとともに、選果機の導入による農家選別の軽減を図り、選別・選果・荷造りを徹底し、有利販

売に努める。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

松山市
現 在 １５．９ ３６１ ２４０ ２４０ ０

目標年次 １５．９ ３６１ ２２４ ２２４ ０

伊予市
現 在 １２．０ ５２４ ４８０ ４８０ ０

目標年次 １２．０ ５３４ ４８０ ４８０ ０

久万高原町
現 在 ３３．８ ２，４０２ ２，２４５ ２，２４５ ０

目標年次 ３３．８ ２，４０２ ２，３００ ２，３００ ０
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砥部町
現 在 ５．０ １５２ １１２ １１２ ０

目標年次 ５．０ １６３ １００ １００ ０

計
現 在 ６６．７ ３，４３９ ３，０７７ ３，０７７ ０

目標年次 ６６．７ ３，４６０ ３，１０４ ３，１０４ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

なし

１２� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

東 予
今治市
新居浜市
四国中央市

冬春トマ
ト

昭和４１年８月１８日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は８．２ヘクタール、生産量は７４０トンであるが、目標年次には、作付面積を８．６ヘクタール、生産

量を７９４トンに拡大する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は６２６トンで、四国市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量６４３トンと増加し、現在と同じく四

国市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

新技術の導入による省力化対策に取り組むとともに減農薬栽培を推進し、消費者ニーズに対応した良品質生産に努

める。

� 出荷の近代化に関する事項

集出荷施設の効率的な利用を図るとともに、出荷規格の簡素化や安定生産指導の徹底に努め、計画的な出荷を推進

する。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

今治市
現 在 ４．３ ４１８ ３２１ ３２１ ０

目標年次 ４．５ ４４１ ３４５ ３４５ ０

新居浜市
現 在 １．６ １２５ １１８ １１８ ０

目標年次 １．６ １２８ １１８ １１８ ０

四国中央市
現 在 ２．３ １９７ １８７ １８７ ０

目標年次 ２．５ ２２５ １８０ １８０ ０

計
現 在 ８．２ ７４０ ６２６ ６２６ ０

目標年次 ８．６ ７９４ ６４３ ６４３ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

なし

１３� 生産出荷近代化計画樹立地域
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野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

大 洲 大洲市
冬春トマ
ト

平成４年５月２９日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は１２．９ヘクタール、生産量は１，４９４トンであるが、目標年次には、作付面積を１５．５ヘクタール、生

産量を１，９４０トンに拡大する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は１，４１４トンで、京阪神、四国市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量１，８６０トンと増加し、現

在と同じく京阪神、四国市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

ＪＡ育苗センターによる苗の提供、ＪＡトマト選果場による選果選別等により労働の分業化を図るとともに、消費

者ニーズに対応した高濃度トマトの品種の導入等を図る。

� 出荷の近代化に関する事項

京阪神、四国市場を中心に計画的な出荷を行うとともに、個々の農家の生産性の向上や規模の大きい生産者との連

携により、出荷数量の増加を図る。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

大洲市
現 在 １２．９ １，４９４ １，４１４ １，４１４ ０

目標年次 １５．５ １．９４０ １，８６０ １，８６０ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

補助事業
ハウス

暖房機
大洲市

６

１０

０．６

１

６棟

１０台

愛媛たいき農業協
同組合

１４� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

伊 予
松山市、伊予市
東温市、松前町
砥部町

夏秋なす 昭和５５年２月８日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は７７．２ヘクタール、生産量は２，２４９トンであるが、目標年次には、作付面積を８４．４ヘクタール、生

産量を２，９６５トンに拡大する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は１，４７８トンで、四国、京阪神市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量１，８１５トンと増加し、現

在と同じく四国、京阪神市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

新規栽培者の確保とともに施設栽培との組合せなどにより、一戸当りの規模拡大や周年出荷体制の確立を図り、農

家所得を向上させ面積拡大を推進する。

� 出荷の近代化に関する事項

集出荷施設の整備による農家選別労力の軽減等により、一戸当たりの栽培面積の拡大、高品質、多収生産を推進す

るとともに、選果機や包装機の効率的な利用を図り、市場ニーズに即した多様な出荷形態に対応した有利販売に努め
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る。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

松山市
現 在 ４０．０ １，１３４ ６９８ ６９８ ０

目標年次 ４２．８ １，５２４ ８５０ ８５０ ０

伊予市
現 在 １９．０ ４８６ ３２１ ３２１ ０

目標年次 ２１．２ ６３６ ４２８ ４２８ ０

東温市
現 在 ８．２ １７３ ８７ ８７ ０

目標年次 ８．８ ２６４ ６３ ６３ ０

松前町
現 在 ４．０ １２６ ８０ ８０ ０

目標年次 ４．７ １４１ １２９ １２９ ０

砥部町
現 在 ６．０ ３３０ ２９２ ２９２ ０

目標年次 ６．９ ４００ ３４５ ３４５ ０

計
現 在 ７７．２ ２，２４９ １，４７８ １，４７８ ０

目標年次 ８４．４ ２，９６５ １，８１５ １，８１５ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

なし

１５� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

大 洲 大洲市
秋冬はく
さい

昭和５３年６月２６日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は４６．４ヘクタール、生産量は１，４０６トンであるが、目標年次には、作付面積を４８．０ヘクタール、生

産量を１，５００トンに拡大する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は１，２２４トンで、四国市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量１，７５０トンと増加し、四国市場に

加え京阪神市場へも出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

フェロモントラップや黄色蛍光灯の設置、移植機の実証等に積極的に取り組み、農作業の省力化や減農薬栽培の推

進を図る。また、国営パイロットの遊休農地化対策として、はくさいの作付けを推進する。

� 出荷の近代化に関する事項

集出荷施設の効率的な利用による共同出荷体制を確立し、四国市場の消費地を中心とした計画的な出荷を行う。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

大洲市
現 在 ４６．４ １，４０６ １，２２４ １，２２４ ０

目標年次 ４８．０ １，５００ １，７５０ １，４５０ ３００

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画
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項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

補助事業
全自動歩
行型移植
機

大洲市 ４台
愛媛たいき農業協
同組合

１６� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指定
産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

久 万 高 原
松山市、西予市
久万高原町
内子町

夏秋ピー
マン

平成２年８月２７日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は３１．３ヘクタール、生産量は１，２７７トンであるが、目標年次には、作付面積を３４．０ヘクタール、生

産量を１，４２４トンに拡大する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は１，０４５トンで、京阪神、四国市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量１，２９０トンと増加し、京

阪神、四国市場に加えて近畿市場へも出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

定年を迎える兼業農家、女性、高齢者に初期投資の少なさや管理労力の手軽さをアピールし、栽培面積の維持、拡

大を目指すとともに、有望な新品種の研究、導入や生産者への栽培管理技術体系の徹底により、高品質安定生産に努

める。

� 出荷の近代化に関する事項

生産履歴記帳を徹底し、安全・安心なピーマンづくりとともに産地と消費地の交流を深め、契約取引など多様な流

通チャンネルに対応した出荷に努める。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

松山市
現 在 ― ― ― ― ―

目標年次 ７．０ ８４ ２５ ２５ ０

西予市
現 在 ７．９ ２８０ １９８ １９８ ０

目標年次 ５．０ ２５０ ２２５ ２２５ ０

久万高原町
現 在 １９．３ ８３７ ７４０ ７４０ ０

目標年次 ２０．０ ９５０ ９００ ９００ ０

内子町
現 在 ４．１ １６０ １０７ １０７ ０

目標年次 ２．０ １４０ １４０ １４０ ０

計
現 在 ３１．３ １，２７７ １，０４５ １，０４５ ０

目標年次 ３４．０ １，４２４ １，２９０ １，２９０ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

なし

１７� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

西 条 西条市
ほうれん
そう

昭和４６年６月３０日

愛 媛 県 報平成１８年３月３日 第１７３９号

１４８



� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は５２．０ヘクタール、生産量は５１８トンであるが、目標年次には、作付面積を５０．０ヘクタール、生産

量を４９５トンにする計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は４１２トンで、四国、京阪神市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量３８６トンを、現在と同じく

四国、京阪神市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

労働力の維持や認定農業者の育成を図るとともに、減農薬・減化学肥料栽培の推進、有望品種の研究・導入により

消費者ニーズに対応した野菜の安定生産に取り組む。

� 出荷の近代化に関する事項

計画的な共同出荷を行うとともに、出荷卸売市場の絞込みを図り、有利販売につなげる。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

西条市
現 在 ５２．０ ５１８ ４１２ ３９４ １８

目標年次 ５０．０ ４９５ ３８６ ３８６ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

なし

１８� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

東宇和 西予市、鬼北町
ほうれん
そう

昭和５７年２月１３日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は２６．６ヘクタール、生産量は２０７トンであるが、目標年次には、作付面積を２６．６ヘクタール、生産

量を２１０トンとほぼ現状を維持する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は８４トンで、京阪神市場へ出荷しているが、目標年次には現在と同じく出荷量８４トンを京阪神市場へ

出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

共同で機械化を行うことにより１戸当たりの生産規模を拡大し、ケース当たりの生産コストを下げ、面積・数量の

確保を図る。

� 出荷の近代化に関する事項

計画的な共同出荷を行うとともに、予冷庫の整備による品質の低下を防ぎ、新鮮で安全・安心なほうれんそうの出

荷に努める。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

西予市
現 在 ２５．２ １９９ ８０ ８０ ０

目標年次 ２５．２ ２００ ８０ ８０ ０

愛 媛 県 報平成１８年３月３日 第１７３９号

１４９



ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

なし

１９� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

伊 予 伊予市、松前町 春レタス 昭和５３年６月２６日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は２３．８ヘクタール、生産量は５４４トンであるが、目標年次には、作付面積を２７．０ヘクタール、生産

量を６４８トンに拡大する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は４６８トンで、四国市場へ出荷しているが、目標年次には、出荷量を５０７トンに増加し、四国市場に

加え京阪神市場へも出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

マルチャー、定植機の導入等による作業の省力化、低コスト化を図るとともに、栽培講習会の開催等による生産性

や秀品率の向上に努める。

� 出荷の近代化に関する事項

計画的な共同出荷を行うとともに、ＪＡ全農えひめによる愛媛統一ブランドのもと、県内市場及び関西市場を中心

に有利販売に努める。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

伊予市
現 在 ９．８ ２２５ １９５ １９５ ０

目標年次 １２．０ ２８８ ２４１ ２４１ ０

松前町
現 在 １４．０ ３１９ ２７３ ２７３ ０

目標年次 １５．０ ３６０ ２６６ ２６６ ０

計
現 在 ２３．８ ５４４ ４６８ ４６８ ０

目標年次 ２７．０ ６４８ ５０７ ５０７ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

なし

２０� 生産出荷近代化計画樹立地域

鬼北町
現 在 １．４ ８ ４ ４ ０

目標年次 １．４ １０ ４ ４ ０

計
現 在 ２６．６ ２０７ ８４ ８４ ０

目標年次 ２６．６ ２１０ ８４ ８４ ０

愛 媛 県 報平成１８年３月３日 第１７３９号

１５０



野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

今 治 今治市 冬レタス 平成１０年５月２０日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は２４．７ヘクタール、生産量は３４５トンであるが、目標年次には、作付面積を２５．０ヘクタール、生産

量を３７０トンに拡大する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は２４２トンで、四国、京阪神市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量２６０トンと増加し、現在と

同じく四国、京阪神市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

露地野菜の重点振興品目として、土づくり、ほ場の改善に重点をおいた栽培に取り組み、高品質安定生産に努める

。また、減農薬や有機栽培などの生産履歴を消費者に公開し、生協との契約取引等による価格安定に取り組む。

� 出荷の近代化に関する事項

集出荷施設の効率的な利用を図るとともに出荷規格の簡素化や安定生産指導の徹底により、有利販売による系統出

荷量の増加に努め、計画的な出荷を推進する。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

今治市
現 在 ２４．７ ３４５ ２４２ ２４２ ０

目標年次 ２５．０ ３７０ ２６０ ２６０ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

なし

２１� 生産出荷近代化計画樹立地域

野菜指
定産地

野菜指定産地
の区域

指定野菜
の種類

指 定 年 月 日

伊 予 伊予市、松前町 冬レタス 昭和４６年６月３０日

� 生産出荷近代化計画の概要

ア 生産出荷近代化計画に関する基本的な構想

� 生産に関する事項

現在、作付面積は９７．０ヘクタール、生産量は２，４２１トンであるが、目標年次には、作付面積を１００．０ヘクタール、

生産量を２，７６０トンに拡大する計画である。

� 出荷に関する事項

現在の出荷量は１，６５４トンで、京阪神、四国市場へ出荷しているが、目標年次には出荷量１，８７０トンに増加し、現

在と同じく四国、京阪神市場へ出荷する計画である。

� 生産の近代化に関する事項

マルチャー、定植機の導入等による作業の省力化、低コスト化を図るとともに、栽培講習会等の開催による生産性

や秀品率の向上に努める。

� 出荷の近代化に関する事項

計画的な共同出荷を行うとともに、ＪＡ全農えひめによる愛媛統一ブランドのもと、県内市場及び関西市場を中心

に有利販売に努める。

イ 市町別及び年次別生産出荷計画

愛 媛 県 報平成１８年３月３日 第１７３９号
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�愛媛県告示第２９４号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定

により、次のように保安林の指定を解除する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

四国中央市土居町浦山乙１７６の１２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

区 分

市町別

作 付 面 積
（ヘクタール）

生 産 数 量
（トン）

出 荷 数 量
（トン）

内 訳

生 食 用
（トン）

加 工 用
（トン）

伊予市
現 在 ５９．０ １，１６５ １，０１８ １，０１８ ０

目標年次 ６０．０ １，２８０ １，１２０ １，１２０ ０

松前町
現 在 ３８．０ １，２５６ ６３６ ６３６ ０

目標年次 ４０．０ １，４８０ ７５０ ７５０ ０

計
現 在 ９７．０ ２，４２１ １，６５４ １，６５４ ０

目標年次 １００．０ ２，７６０ １，８７０ １，８７０ ０

ウ 生産出荷近代化施設導入事業計画

項目

事業
施 設 名 事業箇所

受 益 戸 数 及 び 面 積
事業量 関係農業協同組合戸 数

（戸）
面 積

（ヘクタール）

補助事業
レタス包
装機

伊予市 １０８ ３５ １４台
えひめ中央農業協
同組合

�愛媛県告示第２９５号
林業種苗法（昭和４５年法律第８９号）第１０条第１項の規定に基づく次の生産事業者の登録を抹消した。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

登録
番号

生産事業者の氏名又は名称及び住所 生 産 事 業 の 内 容 事 業 所 の 名 称 及 び 所 在 地

氏名又は名称 住 所 種 穂 苗 木 名 称 所 在 地

１８４ 高 木 高 市 北宇和郡松野町大字
目黒甲１２０８－２

１ 採取
２ 精選

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡松野町大字
目黒

１８５ 太 場 公太郎 北宇和郡松野町大字
富岡甲７８８－２

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡松野町大字
富岡

１８７ 内 原 幸 市 北宇和郡津島町大字
御内１－４３４－２

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡津島町大字
御内

２３０ 森 川 辰 男 北宇和郡津島町大字
山財上組１６９８

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

長野事業所 北宇和郡津島町大字
山財

２３１ 兵 頭 義 春 北宇和郡三間町大字
曽根甲５６４

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡三間町大字
曽根

２３３ 藤 岡 四 郎 北宇和郡津島町大字
上畑地甲４２７

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡津島町大字
上畑地

２３６ 音 無 由太郎 北宇和郡津島町大字
御内１－２９０ １ 採取

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡津島町大字
御内

２４１ 佐々木 勝 正 北宇和郡三間町大字
則１３－３

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

則事業所 北宇和郡三間町大字
則

２４３ 稲 垣 和 雄 北宇和郡三間町大字
土居中甲６７２－１

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡三間町大字
土居中

２４５ 松 川 弘 恵 宇和島市新町二丁目
４－４

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

松川種苗店 宇和島市新町二丁目

愛 媛 県 報平成１８年３月３日 第１７３９号

１５２



��������������

�愛媛県告示第２９６号
林業種苗法（昭和４５年法律第８９号）第１４条第１項の規定に基づき、次の生産事業者の登録は、失効した。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

登録
番号

生産事業者の氏名又は名称及び住所 生 産 事 業 の 内 容 事 業 所 の 名 称 及 び 所 在 地

氏名又は名称 住 所 種 穂 苗 木 名 称 所 在 地

３１ 津島町森林組合 北宇和郡津島町大字
高田甲２０８５番地１

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

津島町森林組合 北宇和郡津島町大字
高田甲２０８５番地１

１８１ 藤 堂 敏 男 北宇和郡津島町大字
山財１２７８－１

１ 採取
２ 精選

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡津島町大字
山財

１８３ 大加田 藤吉郎 北宇和郡津島町大字
山財颪部組６３９

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

山財事業所 北宇和郡津島町大字
山財

２３２ 小 島 満千利 北宇和郡津島町大字
上畑地丙３２９

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡津島町大字
上畑地

２３５ 緒 賀 操 北宇和郡津島町大字
増穂乙９６５

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

増穂事業所 北宇和郡津島町大字
増穂

２３７ 伊 井 始 北宇和郡津島町大字
御内１０－２

１ 採取
２ 精選

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡三間町大字
音地

２３８ 伊 井 良 定 北宇和郡津島町大字
御内１０－２

１ 採取
２ 精選

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡三間町大字
音地

２３９ 西 田 道 義 北宇和郡津島町大字
増穂丙７８３

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡津島町大字
増穂

２４２ 佐々木 善 邑 北宇和郡三間町大字
音地甲１４０１

１ 採取
２ 精選

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡三間町大字
音地

２４７ 毛 利 金 生 北宇和郡三間町大字
音地甲５９０

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡三間町大字
音地

２４８ 来 島 ツタ子 北宇和郡津島町大字
山財７３６

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

山財事業所 北宇和郡津島町大字
山財

２４９ 山 本 甫 北宇和郡津島町大字
山財上組１１５６－２

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡津島町大字
山財

２６９ 稲 垣 良 子 北宇和郡松野町大字
目黒甲７７５

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡松野町大字
目黒甲７７５

２７２
松野町
町長
岡 田 倉太郎

北宇和郡松野町松丸
１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡松野町松丸

３２７ 菊 池 哲 文 宇和島市伊吹町１２９５
番地

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

光満事業所 宇和島市光満

３２８ 伊 井 玉 栄 北宇和郡三間町大字
音地甲１０－２

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

伊井農園 北宇和郡三間町大字
音地

３５１ 中 平 峯 稔 宇和島市光満甲４７０
－２

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

光満事業所 宇和島市光満甲４７０
－２

３５２ 伊 井 広 幸 北宇和郡三間町大字
音地３１番地

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

音地事業所 北宇和郡三間町大字
音地３１番地

３５４ 山 下 庫 男 北宇和郡津島町大字
下畑地乙２００

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡津島町大字
下畑地乙２００

３８２ 山 内 金次郎 宇和島市丸穂町二丁
目７－１８ １ 採取 １ 幼苗の育成 宇和島市丸穂町

３８６ 森 本 典 章 北宇和郡津島町大字
御内９２６

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木
育成

北宇和郡津島町大字
御内

愛 媛 県 報平成１８年３月３日 第１７３９号
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�愛媛県告示第２９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２９９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３００号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３０１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川新居浜野田線
新居浜市田の上一丁目甲１０５３番４地先から

同市田の上一丁目甲１０８５番４地先まで

旧 １７．１～３２．１ ０．０６７

新 ２０．１～３３．３ ０．０６７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 多喜浜泉川線
新居浜市郷三丁目甲８５２番２から

同市郷三丁目甲５７０番１２まで
平成１８年３月３日

〃 〃
新居浜市郷三丁目甲５７０番８地先から

同市郷四丁目甲５５１番２まで
〃

〃 〃
新居浜市郷四丁目甲５５０番３から

同市郷四丁目甲５１９番３まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市具定町字日之尾山乙６４番２５から

同字日之尾山乙６４番２４まで

旧 ５．５～２４．０ ０．２１８

新 １３．８～６４．５ ０．２１３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市具定町字日之尾山乙６４番２７から

同字日之尾山乙６４番２６まで
平成１８年３月３日

愛 媛 県 報平成１８年３月３日 第１７３９号
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�愛媛県告示第３０２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３０３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３０４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３０５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町上山８７３番２から

同町上山８６２番４まで

旧 ７．０～１１．５ ０．１１５

新 ２３．０～４１．５ ０．１１５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町上山８７３番２から

同町上山８６２番４まで
平成１８年３月３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１７号
松山市東川町乙７１番１から

同町乙７３番２まで

旧 １１．５～４０．０ ０．２２０

新 ２６．０～８５．０ ０．２２０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山港内宮線

松山市馬木町５４３番１地先から
同市内宮町６０７番１地先まで
及 び

松山市馬木町５４３番１地先から
同市内宮町５１２番８まで

旧 ９．３～３８．５ ０．３２９

新 ９．３～３８．５
１４．２～４０．５

０．３２９
０．３２９

〃 平田北条線
松山市平田町４４４番１地先から

同市内宮町５１２番８地先まで

旧 １２．７～２２．３ ０．１７９

新 ９．２～２８．０ ０．１７９

愛 媛 県 報平成１８年３月３日 第１７３９号
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�愛媛県告示第３０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３０９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１８年３月３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号
西予市三瓶町周木上伊崎１番耕地１６７番から

同町周木上伊崎１番耕地１２８番１まで

旧 ５．２～１４．０ ０．１５８

新 ５．６～３８．０
１４．０～３８．０

０．１２８
０．１５８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大茅辰ノ口線
西予市城川町嘉喜尾１３５０番５から

同市野村町予子林６番２まで
平成１８年３月１０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 広見吉田線
宇和島市三間町大字金銅３０番２地先から

同大字金銅３１２番１地先まで
平成１８年３月３日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３２０号
宇和島市栄町港二丁目２０８番３から

同市栄町港二丁目２０７番３まで
平成１８年３月３日

〃 〃 宇和島市栄町港二丁目２１４番２ 〃

〃 〃 宇和島市栄町港一丁目３０７番２ 〃

〃 〃
宇和島市恵美須町一丁目６０６番２地先から

同市恵美須町一丁目６１０番２まで
〃

愛 媛 県 報平成１８年３月３日 第１７３９号
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愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

技能検定の実施について

職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）第６６条第３項の規定に基づき、技能検定の実施について次のとお

り公示する。

平成１８年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 実施職種及び等級の区分

技能検定は、次の表の左欄に掲げる職種について、同表の右欄に掲げる等級に区分して実施する。

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１７松局建（開）第７９号

平成１８年２月２０日
伊予郡松前町大字大溝字橘４５１番４及び４５１番５

松山市三番町七丁目５番地１
マルヤ不動産株式会社
代表取締役 山 本 清 春

１７松局建（開）第８０号

平成１８年２月２２日
伊予郡松前町大字中川原字木下５２８番

伊予郡松前町大字中川原５７３番地１
松前町大字中川原区
代表者 本 多 義 雄

１７西建管第１５９１号

平成１８年２月１５日

西条市丹原町池田２８９番１、２９０番、２９１番及び２９２番並びに同町願連
寺４１４番及び５３０番２

西条市丹原町池田１７０１番地１
周桑農業協同組合
代表理事組合長 和 田 正 壽

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年２月２１日 特定非営利活動法人
人と自然の絆を創る会 丸 山 賢 三 愛媛県松山市中野町甲２１番地 この法人は、愛媛県下の市町とその住民に

対して、人と自然の絆を共に創ることを目
指し、自然環境及び生活環境にやさしい各
種生物の生息地の修復・再生・造成に関す
る事業等を行い、地域住民が持続可能な癒
しと安らぎが享受できる自然環境・生活環
境づくりに寄与することを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年２月２１日 特定非営利活動法人
愛媛県建設技術支援センター 柏 谷 増 男 愛媛県松山市一番町四丁目１番

地２ 愛媛県自治会館５階
この法人は、建設技術に関する幅広い分野
で、社会教育の推進、並びに県民、自治体
あるいは団体等を対象に技術的助言や支援
を行い、建設分野の技術水準の高揚、社会
資本の品質向上を推進し、もって、まちづ
くりや環境保全等の公益の増進に寄与する
。
併せて、台風、集中豪雨による洪水や地震
等の災害により、地域住民の財産や河川、
砂防、道路等の公共施設等が被災し、若し
くはその危険が予想される場合に、被害調
査や復旧工法あるいは予防・避難対策に対
する助言等の支援活動を実施し、もって、
地域安全等の公益の増進に寄与する。
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職 種 等 級

造園、鋳造（鋳鉄鋳物鋳造に係るものに限る。）、金属熱処理（一般熱処理及び浸炭・浸炭窒化・窒化処理に係るもの
に限る。）、機械加工（普通旋盤、フライス盤、ボール盤、横中ぐり盤、ジグ中ぐり盤、平面研削盤、円筒研削盤、ホ
ブ盤、数値制御旋盤、数値制御フライス盤及びマシニングセンタに係るものに限る。）、放電加工、金属プレス加工、
鉄工（製缶及び構造物鉄工に係るものに限る。）、建築板金、工場板金（曲げ板金に係るものに限る。）、仕上げ、電
子機器組立て、電気機器組立て（配電盤・制御盤組立てに係るものに限る。）、産業車両整備、建設機械整備、婦人子
供服製造（婦人子供注文服製作に係るものに限る。）、木型製作、家具製作（家具手加工に係るものに限る。）、建具
製作（木製建具手加工に係るものに限る。）、印刷（オフセット印刷に係るものに限る。）、プラスチック成形（イン
フレーション成形に係るものに限る。）、陶磁器製造（絵付けに係るものに限る。）、石材施工（石張りに係るものに
限る。）、とび、左官、ブロック建築、タイル張り、畳製作、防水施工（ウレタンゴム系塗膜防水工事、アクリルゴム
系塗膜防水工事、シーリング防水工事及びＦＲＰ防水工事に係るものに限る。）、内装仕上げ施工（プラスチック系床
仕上げ工事、鋼製下地工事及びボード仕上げ工事に係るものに限る。）、熱絶縁施工（保温保冷工事に係るものに限る
。）、サッシ施工、表装、塗装（建築塗装及び金属塗装に係るものに限る。）、広告美術仕上げ（広告面ペイント仕上
げ及び広告面粘着シート仕上げに係るものに限る。）、写真、商品装飾展示及びフラワー装飾

１級及び２級

造園、鋳造（鋳鉄鋳物鋳造に係るものに限る。）、金属熱処理（一般熱処理及び浸炭・浸炭窒化・窒化処理に係るもの
に限る。）、機械加工（普通旋盤、フライス盤、平面研削盤、数値制御旋盤及びマシニングセンタに係るものに限る。
）、建築板金（内外装板金に係るものに限る。）、工場板金（曲げ板金に係るものに限る。）、仕上げ（機械組立仕上
げに係るものに限る。）、機械保全（機械系保全及び電気系保全に係るものに限る。）、電子機器組立て、とび、内装
仕上げ施工（プラスチック系床仕上げ工事、鋼製下地工事及びボード仕上げ工事に係るものに限る。）、広告美術仕上
げ（広告面粘着シート仕上げに係るものに限る。）、写真、商品装飾展示及びフラワー装飾

３級

さく井、鋳造、鍛造、機械加工（普通旋盤及びフライス盤に係るものに限る。）、金属プレス加工、鉄工、建築板金、
工場板金、めっき、アルミニウム陽極酸化処理、仕上げ、機械検査、ダイカスト、機械保全（機械系保全に係るものに
限る。）、電子機器組立て、電気機器組立て（回転電機組立て、変圧器組立て、配電盤・制御盤組立て、開閉制御器具
組立て及び回転電機巻線製作に係るものに限る。）、プリント配線板製造、冷凍空気調和機器施工、染色（糸浸染及び
織物・ニット浸染に係るものに限る。）、ニット製品製造、婦人子供服製造、紳士服製造、寝具製作、帆布製品製造、
布はく縫製、家具製作、建具製作、印刷、製本、プラスチック成形、強化プラスチック成形、石材施工、ハム・ソ－セ
－ジ・ベ－コン製造、水産練り製品製造、建築大工、かわらぶき、とび、左官、タイル張り、配管、型枠施工、鉄筋施
工、コンクリート圧送施工、防水施工、内装仕上げ施工、熱絶縁施工、サッシ施工、ウェルポイント施工、表装、塗装
及び工業包装

基礎１級、基礎２級
及び３級（技能実習
制度に係るものに限
る。）

２ 試験の方法

実技試験及び学科試験

３ 実施期日及び実施場所

� 実施期日

ア 実技試験

平成１８年６月１２日（月）から９月１０日（日）までの間において、愛媛県職業能力開発協会が指定する日

ただし、基礎１級、基礎２級及び３級（技能実習制度に係るものに限る。）については、上記の期間にかかわらず愛

媛県職業能力開発協会が指定する日

イ 学科試験

実施職種ごとに、次の表のとおりとする。

ただし、基礎１級、基礎２級及び３級（技能実習制度に係るものに限る。）については、愛媛県職業能力開発協会が

指定する日

造園、鋳造（鋳鉄鋳物鋳造に係るものに限る。）、機械加工（普通旋盤、フライス盤、平面研
削盤、数値制御旋盤及びマシニングセンタに係るものに限る。）、建築板金（内外装板金に係
るものに限る。）、工場板金（曲げ板金に係るものに限る。）、仕上げ（機械組立仕上げに係
るものに限る。）、機械保全（機械系保全及び電気系保全に係るものに限る。）、電子機器組
立て、とび、内装仕上げ施工（プラスチック系床仕上げ工事、鋼製下地工事及びボード仕上げ
工事に係るものに限る。）、広告美術仕上げ（広告面粘着シート仕上げに係るものに限る。）
、商品装飾展示及びフラワー装飾

３級 平成１８年７月３０日�

造園、金属熱処理（一般熱処理及び浸炭・浸炭窒化・窒化処理に係るものに限る。）、金属プ
レス加工、産業車両整備、プラスチック成形（インフレーション成形に係るものに限る。）、
とび、防水施工（ウレタンゴム系塗膜防水工事、アクリルゴム系塗膜防水工事、シーリング防
水工事及びＦＲＰ防水工事に係るものに限る。）、サッシ施工及び塗装（建築塗装及び金属塗
装に係るものに限る。）

１級及び２級
平成１８年８月２０日�

金属熱処理（一般熱処理及び浸炭・浸炭窒化・窒化処理に係るものに限る。） ３級

機械加工（普通旋盤、フライス盤、ボール盤、横中ぐり盤、ジグ中ぐり盤、平面研削盤、円筒
研削盤、ホブ盤、数値制御旋盤、数値制御フライス盤及びマシニングセンタに係るものに限る
。）、鉄工（製缶及び構造物鉄工に係るものに限る。）、電子機器組立て、建設機械整備、婦
人子供服製造（婦人子供注文服製作に係るものに限る。）、木型製作、家具製作（家具手加工
に係るものに限る。）、建具製作（木製建具手加工に係るものに限る。）、印刷（オフセット
印刷に係るものに限る。）、左官、畳製作、内装仕上げ施工（プラスチック系床仕上げ工事、
鋼製下地工事及びボード仕上げ工事に係るものに限る。）、広告美術仕上げ（広告面ペイント
仕上げ及び広告面粘着シート仕上げに係るものに限る。）及び商品装飾展示

１級及び２級 平成１８年８月２７日�

写真 １級、２級及び３級 平成１８年８月３０日�
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雑 報

�公 告

環境影響評価方法書について

愛媛県環境影響評価条例（平成１１年愛媛県条例第１号）第

５条の規定により、次の対象事業について環境影響評価方法

書を作成したので、同条例第７条の規定により、次のとおり

公告します。

なお、この環境影響評価方法書について、環境の保全の見

地からの意見を書面により提出することができます。

平成１８年３月３日

太陽石油株式会社

代表取締役社長 河 井 圀 士

１ 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

� 事業者の名称 太陽石油株式会社

� 代表者の氏名 代表取締役社長 河井圀士

� 主たる事務所の所在地 東京都千代田区内幸町二丁目

２番３号

２ 対象事業の名称、種類及び規模

� 名称 太陽石油株式会社四国事業所残油流動接触分解

装置等整備事業

� 種類 製造業に係る工場の規模の変更の事業

� 規模 排出ガス量５７８，２１０Ｎ�／時増加
排出水量９２，８９６�／日増加

３ 対象事業が実施されるべき区域

愛媛県今治市菊間町種４０７０番地２

４ 対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められ

る地域の範囲

愛媛県今治市

５ 環境影響評価方法書の縦覧の場所、期間及び時間

� 縦覧場所 愛媛県庁、今治市役所、今治市役所菊間支

所及び今治市役所大西支所

� 縦覧期間 平成１８年３月３日から４月３日まで

� 縦覧時間 ９時から１７時まで

６ 環境影響評価方法書についての意見書の提出期限及び提

出先並びに意見書に記載すべき事項

� 提出期限 平成１８年４月１７日

� 提出先

〒７９９―２３９３ 愛媛県今治市菊間町種４０７０番地２

太陽石油株式会社四国事業所環境安全部

� 意見書に記載すべき事項

ア 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人

その他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地）

イ 意見書の提出の対象である環境影響評価方法書に記

載された対象事業の名称

ウ 環境影響評価方法書についての環境の保全の見地か

らの意見（日本語により、意見の理由を含めて記載す

ること。）

鋳造（鋳鉄鋳物鋳造に係るものに限る。）、放電加工、建築板金、工場板金（曲げ板金に係る
ものに限る。）、仕上げ、電気機器組立て（配電盤・制御盤組立てに係るものに限る。）、陶
磁器製造（絵付けに係るものに限る。）、石材施工（石張りに係るものに限る。）、ブロック
建築、タイル張り、熱絶縁施工（保温保冷工事に係るものに限る。）、表装及びフラワー装飾

１級及び２級 平成１８年９月３日�

� 実施場所

愛媛県職業能力開発協会が指定する場所

４ 技能検定受検申請書の提出期間

平成１８年４月４日（火）から１４日（金）まで。ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

なお、基礎１級、基礎２級及び３級（技能実習制度に係るものに限る。）については、随時受け付ける。

５ 技能検定受検申請書の請求先及び提出先

松山市三番町四丁目１０番地１ 愛媛県三番町ビル内

愛媛県職業能力開発協会
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古紙配合率100％再生紙を使用しています 

平成１８年３月３日 印刷
平成１８年３月３日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円１６０
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